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滞納処分で差し押えた不動産の公売を行います。今
回は渋川市、伊勢崎市、吉岡町、玉村町、県税事務所
などとの合同公売となります。本市が公売する不動産
は右表の５件。詳しくは本市ホームページをご覧くだ
さい。
入札＝11月26日㈫午後１時に県前橋合同庁舎内地域
防災センター（上細井町）で

公売不動産の概要
所在地 種別 面積 最低入札価額

関根町二丁目 宅地、居宅 土地　268,83㎡ 
建物　140,77㎡ 1,200万円

柏倉町 田 土地　1,364㎡ 68万円

富士見町米野 畑 土地　2,354㎡ 135万円

西片貝町三丁目 畑 土地　1,895㎡ 450万円

元総社町 宅地、畑、居宅 土地　407,31㎡
建物　109,98㎡ 890万円

（平成25年４月１日現在）
区分 自己都合 勧奨・定年

支給率

勤続20年 23.03月分 28.7875月分
勤続25年 32.83月分 38.955月分
勤続35年 46.55月分 55.86月分
最高限度額 55.86月分 55.86月分

１人当たり平均支給額 
（平成24年度）

勤続15.8年
917万円

勤続37.1年
2,360万6,000円

支給率は国・県と同様。

◦退職手当の状況

◦時間外勤務手当支給状況

区分 総支給額 職員１人当たり支給年額
24年度 2億9,186万円 13万7,283円
23年度 2億4,566万円 11万5,931円
22年度 2億5,828万円 11万9,573円

（平成25年４月１日現在）
区分 内容

扶養手当
１　配偶者 月額 １万3,000円
２　配偶者以外の扶養親族 月額 １人6,500円
３　16歳～22歳の子どもを扶養 月額 １人5,000円加算

住居手当

１　月額 1万2,000円を超える家賃の支払者
　　　家賃月額により 2万7,000円を限度に支給
２　自己所有住宅 平成25年度　月額2,000円
　　　平成26年度まで経過措置を設け、平成27年度に廃止  

通勤手当

１　交通機関利用者
　　　運賃など相当額を支給　（月額 5万5,000円を限度）
２　交通用具使用者
　　　距離・交通用具により支給（月額 2万900円を限度）

特殊
勤務手当 
（平成
24年度）

職員全体に占める手当支給職員の割合 32.3％
支給対象職員一人当たりの平均支給年額 8万2,262円
手当の種類 15
代表的な手当の名称 消防業務手当、清掃業務手当

◦扶養・住居・通勤・特殊勤務手当の状況 ◦期末勤勉手当の支給割合

職制上の段階、職務の級な
どによって 5 ～ 20％の加
算措置あり。支給割合は国・
県と同様。

（平成25年４月１日現在）
区分 期末手当 勤勉手当

６月期 1.225月分 0.675月分
12月期 1.375月分 0.675月分

計 2.6月分 1.35月分

職員数 対前年増減数 平成25年の職員数の
増減状況

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年 増員数 減員数 差し

引き

一般行政

議会 13 14 14 14 △ 4 1 0 0 0

総務 321 364 359 357 △ 21 43 △ 5 △ 2 9 11 △ 2
税務 135 133 132 132 △ 5 △ 2 △ 1 0 0
民生 428 431 432 432 13 3 1 0 7 7 0
衛生 290 278 269 262 0 △ 12 △ 9 △ 7 6 13 △ 7
労働 4 4 4 4 0 0 0 0 0

農林水産 81 75 74 75 16 △ 6 △ 1 1 3 2 1
商工 47 47 46 43 7 0 △ 1 △ 3 3 △ 3
土木 266 271 269 258 △ 12 5 △ 2 △ 11 12 23 △ 11
小計 1,585 1,617 1,599 1,577 △ 6 32 △ 18 △ 22

特別行政
教育 609 537 528 452 △ 16 △ 72 △ 9 △ 76 11 87 △ 76
消防 400 400 400 400 1 0 0 0 0
小計 1,009 937 928 852 △ 15 △ 72 △ 9 △ 76

公営企業等
会計

水道 83 81 82 80 △ 5 △ 2 1 △ 2 1 3 △ 2
下水道 64 61 58 56 △ 7 △ 3 △ 3 △ 2 2 △ 2
その他 128 126 133 130 △ 29 △ 2 7 △ 3 3 △ 3
小計 275 268 273 266 △ 41 △ 7 5 △ 7

合計 2,869 2,822 2,800 2,695 △ 62 △ 47 △ 22 △ 105

職員数は、一般職に属する職員数（教育長を含む）であり、職員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、臨時職
員などの非常勤職員は除く。

部門別職員数の状況

職員手当の状況

問い合わせは　給与については職員課� ☎ 027―898―6504
� 職員数については行政管理課　☎027―898―6537

問い合わせは　収納課　☎027―898―6230

市職員の給与状況や定員管理について、透明性を高め広く
皆さんに知っていただくため、そのあらましをお知らせします。

本市では、定員管理計画に
基づき、職員数の適正化に努
めています。平成22年度か
ら昨年度までの３年間では、
民間委託の推進、前橋工科大
の地方独立行政法人化などに
よって、当初目標の95人を
上回る 174 人の職員を削減 
しました。

本年度からの新しい計画で
は、引き続き事務事業や職員
の配置を見直し、５年間で55 
人の職員を削減することを目
指します。今後も計画を推進
し、職員数の適正化に努めます。

差し押さえ不動産の公売

職種別職員数の状況
（平成25年４月１日現在）

全職員数
2,694人

一般行政職 1,279人 消防職 398人
税務職 151人 企業職（水道局） 132人
医師・獣医師・薬剤師・栄養士
など 40人 技能労務職 343人

看護師・保健師 84人 教員（社会教育主事を含む） 91人
福祉職 176人

１ 　一般行政職とは、戸籍・年金・福祉・経理など
の業務に従事する事務職員と土木・建築などの設
計監理事務に従事する技術職員。

２ 　技能労務職とは、自動車運転・清掃業務・給食
調理などに従事する職員。

３ 　全職員数に教育長は含まない。

１

職員の平均給料月額・平均給与月額および平均年齢
（平成25年４月１日現在）

一般行政職 技能労務職
平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
33万683円 39万1,542円 42.7歳 31万2,731円 35万3,850円 47.9歳

平均給与月額とは、給料月額に扶養手当
などの諸手当を加えた平均の月額。

３

職員の経験年数・学歴別の給料の月額の平均 職員の初任給

（平成25年４月１日現在）
区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大卒 27万2,856円 31万3,091円 35万6,603円
高卒 27万531円 27万7,200円 31万6,962円

技能労務職 高卒 24万4,950円 28万8,583円 31万8,163円

消防職
大卒 28万7,200円 31万8,833円 38万円
高卒 28万4,500円 29万4,167円 34万948円

（平成25年4月1日現在）
区分 本市 県 国

一般行政職
大卒 17万2,200円 17万7,300円 17万2,200円

高卒 14万100円 14万3,400円 14万100円

消防職 高卒 15万8,100円

４ ５

（平成24年度普通会計決算）

区分 住民基本台帳法人口
（平成25年3月31日現在） 歳出額（A） 人件費（B） 人件費比率(B/A)

24年度 34万945人 1,328億3,408万円 226億6,829万円 17.1％
（前年度16.8％）

◦人件費の状況

◦職員給与費の状況

区分 職員数
(A)

給与費 １人当たりの
給与費(B/A)給料 職員手当 期末勤勉手当 計(B)

25年度 2,412人 94億3,253万円 17億4,068万円 35億3,951万円 147億1,272万円 610万円
24年度 2,533人 100億9,893万円 18億7,606万円 37億8,958万円 157億6,457万円 622万円

人件費には、職員の給与だけではなく、職
員の共済費や年度内に退職した職員に支給
される退職手当、特別職・議員・各執行機
関の委員に対する報酬や共済費なども含む。

職員数、給与費は、一般会計の当初
予算計上によるもの。また、職員手
当には退職手当を含まない。

人件費の状況２

一般行政職の級別職員数
（平成 25 年４月１日現在）

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 計
標準的な職務内容 主事・技師 主事・技師 主任 係長・副主幹 課長補佐 副参事 課長 参事 部長

職員数 96人 170人 332人 449人 110人 38人 51人 16人 17人 1,279人
参考 １年前の職員数 81人 180人 321人 460人 128人 33人 52人 18人 17人 1,290人

６

（平成25年４月１日現在）
区分 給料月額 期末手当 区分 報酬月額 期末手当

市長 101万2,500円  ６月期　1.40月分
12月期　1.55月分
  計　　2.95月分

議長 65万5,000円  ６月期　1.40月分
12月期　1.55月分
  計　　2.95月分

副議長 62万円
副市長 81万円 議員 58万5,000円

平成24年6月1日から平成28年2月27日までの間に
ついては、市長112万5,000円、副市長90万円から
減額を行っている。

特別職の報酬などの状況７

８

９ ■進めていきます定員
管理計画

市職員の給与や人数を公開します


